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(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
１. 平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1)　連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20 年 ３ 月 期
19 年 ３ 月 期

１株当たり 潜在株式調整後 自 己 資 本 総　資　産 売　上　高
当期純利益 　１株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20 年 ３ 月 期
19 年 ３ 月 期
（参考）　持分法投資損益 20年３月期 19年３月期

(2)　連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

20 年 ３ 月 期
19 年 ３ 月 期
（参考）　自己資本 20年３月期 638,670百万円 19年３月期 607,544百万円

(3)　連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

20 年 ３ 月 期
19 年 ３ 月 期

２. 配当の状況

円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％
19 年 ３ 月 期
20 年 ３ 月 期
21 年 ３ 月 期

（予想）

３. 平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

3,000.00

0.6636,200

売　上　高

3,000.00

3,000.00

営業利益

6,000.00

経常利益

6,000.00

303,906.52

57,584
44,606

2.0

18.6

1.9

配当性向
（連結）

3,000.00

21.1
20.7

１株当たり
当期純利益

― 
― 

通 期
第２四半期連結累計期間

3,000.00

配当金総額
（年間）期　　末

１株当たり配当金

6,000.003,000.00

△ 131,776

12,000

9021

222,183
188,618

2,401,667

代 表 者
コ ー ド 番 号

有価証券報告書提出予定日

問 合 せ 先 責 任 者
定時株主総会開催予定日

中間期末

28,415.07

2,462,831

（基準日）

平成20年４月30日

△ 179,281

年　　間

322,294.60

１株当たり純資産自己資本比率

上 場 会 社 名

79,300 0.0
143,000 4.1

63,300

25.3

104,154

0.1
5.5

9.3

△ 54,690

11,947

当期純利益

25.9

37,200 9.7

4.5 10.7

10.9

△ 55,879

18,772.38
32,296.56

純資産配当率
（連結）

1,298,000 114,8000.6 64,000

670,838

純　　資　　産総　　資　　産

637,849

営　業　利　益 経　常　利　益

1,290,190
1,262,935

売　　上　　高

2.2
1.8 56,791135,341

137,413 108,8571.5
0.1

4.5
1.9

当 期 純 利 益

1,016百万円1,298百万円

28,954.78
9.7 4.4

1.6
22.1

10.7

57,707
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４. その他

(1)　期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　　無

　　 ① 会計基準等の改正に伴う変更 有
　　 ② ①以外の変更 有
　 　（注）詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3)　発行済株式数（普通株式）
　　 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 19年３月期
　　 ② 期末自己株式数 20年３月期 19年３月期
　 　（注）１株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

(4)　平成20年３月期の配当につきましては、５月開催の取締役会で承認を経たうえ、６月開催の定時株主総会に議案として提出
　 する予定です。

（参考）　個別業績の概要

１. 平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1)　個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20 年 ３ 月 期
19 年 ３ 月 期

１株当たり 潜在株式調整後
当期純利益 １株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20 年 ３ 月 期
19 年 ３ 月 期

(2)　個別財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 

20 年 ３ 月 期
19 年 ３ 月 期
（参考）　自己資本 20年３月期 552,445百万円 19年３月期 533,320百万円

２. 平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

13.06.9 51,000
53,000

１株当たり

2,000,000株
885株

886,500

266,660.13

0.9 32,000 9.7
0.8 115,000 4.7 85,500

当期純利益

45,128
44,683

278,651.89

１株当たり純資産

441,000 0.8 69,000 0.1
通 期
第２四半期累計期間

売　上　高 営業利益

108,966

総　　資　　産 純　　資　　産

2,151,875
2,222,947 552,445

865,810

― 
22,632.52
22,341.69

879,460

533,320 24.8

109,824

― 

(2)　連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の
 　変更に記載されるもの）

24.9

自己資本比率

1.6
1.7

79,974

当 期 純 利 益

2,000,000株
18,365株

77,686

経常利益 当期純利益

16,140.70
25,724.24

営　業　利　益 経　常　利　益売　　上　　高

1.0
27.2

2.9
2.2

0.8
△0.0

（将来に関する記述等についてのご注意）
　本資料における上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績・結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。なお、上記の予想に関する事項は、添付資料の５ページをご
覧ください。
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１．経 営 成 績  
 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当社は、平成 17 年４月 25 日、福知山線塚口・尼崎間において、106 名のお客様の尊い命を奪い、

500 名を超えるお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、

これまでの間、ご遺族の皆様をはじめ被害に遭われた方々への対応に全力を注ぐとともに、追悼慰霊

式や航空・鉄道事故調査委員会の調査報告書を受けた当社の対応等に関するご説明会の開催等に取り

組んでまいりました。 

また、平成 18 年３月に制定した「企業理念」及び「安全憲章」のもと、グループ中期経営目標に

掲げた「安全を最優先する企業風土の構築」に向けて取り組みを進めてまいりました。とりわけ、最

大の課題である安全性の向上については、「安全性向上計画」に掲げたソフト・ハード両面にわたる

項目の全てに着手し、その多くの項目について着実に実施してまいりました。さらに、改正鉄道事業

法に基づき制定した「鉄道安全管理規程」のもと、安全マネジメント態勢の確立に努めてまいりまし

た。 

平成 19 年６月 28 日には、航空・鉄道事故調査委員会から福知山線列車事故に係る鉄道事故調査報

告書が公表され、事故の原因のみならず当社の鉄道事業全般にわたり数多くのご指摘を頂きました。

当社は、同報告書を厳粛に受け止め、「建議」「所見」をはじめとする様々なご指摘に対して真摯に、

かつ速やかに対処すべく、改善に取り組んでまいりました。 

また、調査報告書の公表を契機とし、新たな安全計画の策定に着手しました。平成 19 年９月、安全

に関する専門家で構成する「安全推進有識者会議」を設置し、今後の安全性向上策の方向性について

のご提言を得、これを踏まえて、平成 20 年４月からの５ヶ年を計画期間とする「安全基本計画」を

策定いたしました。また、社外の有識者からなる「変革推進会議」を設置し、意識面や業務運営全般

にわたり、企業文化・企業風土の変革に向けた取り組みを進めてまいりました。 

このほか、新幹線鉄道事業の一体的な企画・運営体制を構築するため、鉄道本部に「新幹線統括部」

を設置するとともに、支社機能として「新幹線管理本部」を設置するなど、鉄道事業をはじめとして

各部門の機能強化を図りました。 

このように、当社としては、基幹事業である鉄道事業において安全性の向上に全力で取り組むとと

もに、その他のグループ事業においては、各事業の特性を活かした様々な施策の展開及び保有資産の

有効活用等に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の連結ベースの営業収益は、前年同期比 2.2％増の 1 兆 2,901 億円とな

り、営業利益は同 1.5％増の 1,374 億円、経常利益は同 4.5％増の 1,088 億円、法人税等を控除した

当期純利益は同 1.6％増の 577 億円となりました。 

 

② セグメント別の状況 

＜運輸業＞ 

鉄道事業においては、安全を最優先する企業風土の構築に向け、「安全性向上計画」をはじめとす

る諸施策に集中的に取り組んでまいりました。具体的には、役員等と現場社員が直接意見交換する場

である「安全ミーティング」を引き続き開催するとともに、「指差・喚呼オンリー・ワン企業グルー

［定性的情報・財務諸表等］ 
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プ」を目指した取り組みを進めてまいりました。さらに、現場からの報告である「事故の芽」の名称

については、報告する文化の一層の醸成を図る観点から、「安全報告」に改称しました。また、設備

面では、ＡＴＳ－Ｐの拡充をはじめ、踏切設備の保安度向上、列車接近警報装置等の整備、緊急地震

速報システムの導入、風速計の増設、高架橋柱の耐震補強工事等に取り組みました。さらに、事故の

重大性を将来にわたって重く受け止め、事故の教訓を体系的に学ぶため、平成 19 年４月に設置した

「鉄道安全考動館」を活用した安全教育を充実するとともに、会話の中で発生するミスを防止する方

策として「確認会話」を導入しました。このほか、工事に起因する輸送障害を防止するために委員会

を設置して再発防止対策を着実に進めるとともに、事故発生時のお客様救護と対応能力向上を図るた

め、列車事故総合訓練を実施してきました。 

次に、輸送面については、山陽新幹線において、平成 19 年７月に新型車両Ｎ700 系の投入、平成

20 年３月に東京・博多間「のぞみ」毎時１本のＮ700 系での運転及び東京・広島間「のぞみ」の増発

を実施しました。また、在来線では、平成 20 年３月のダイヤ改正で｢おおさか東線｣の放出・久宝寺

間を部分開業したほか、阪和線から大阪方面への直通快速の増発や新駅開業など、更なる利便性の向

上に努めました。 

営業面については、山陽新幹線のダイヤ改正の内容やＮ700 系車両の快適性、運転本数の拡大や｢エ

クスプレス予約｣の利便性、価格優位性について積極的な情報発信を行い、利用促進を図りました。

また、平成 19 年９月に岡山・広島地区において｢ＩＣＯＣＡ（イコカ）｣を導入したほか、平成 20

年３月より「ＩＣＯＣＡ」とＪＲ東海の「ＴＯＩＣＡ（トイカ）」の相互利用サービスを開始しまし

た。さらに、地域や旅行会社、ＪＲ他社と連携した｢ＤＩＳＣＯＶＥＲ ＷＥＳＴキャンペーン｣等の

キャンペーンを展開し、観光需要の創出に取り組みました。 

お客様に対するサービス面については、｢みどりの券売機｣の増備やエレベーター、エスカレーター

等のバリアフリー設備の整備を進めるとともに、一部特急列車への｢女性専用席｣の導入、「ＪＲおで

かけネット」のリニューアル、携帯メールを利用した、お客様への列車運行情報の提供など、ご利用

いただきやすい鉄道づくりに取り組みました。また、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置の拡大や

緊急事態に備えた駅ホームや列車内、踏切の非常ボタンの周知を図りました。 

研究開発については、安全研究所において、ヒューマンファクターの観点から、効果ある基本動作

に関する研究など、安全性向上に資する研究を推進しました。また、新たな技術開発については、  

安全の確保やサービスの向上等を重点分野として取り組み、触車事故防止のバックアップシステムで

あるＧＰＳ式列車接近警報装置の使用を試行的に開始しました。 

地球環境問題については、環境管理システムの定着化を図るとともに、｢地球環境にやさしい鉄道｣

をアピールするなど情報発信に取り組みました。なお、Ｎ700 系新幹線車両は、平成 19 年度｢地球温

暖化防止活動環境大臣表彰｣を受賞しました。 

船舶事業については、｢船舶安全管理規程｣に基づき、安全マネジメント態勢の確立に向けて取り組

みました。 

バス事業については、車両への安全対策装置の整備や社員教育の充実を図るなど、更なる安全輸送

の確立に向けて取り組んできたほか、神戸・白浜間の運行を開始するなど、お客様の多様なニーズに

合わせた路線の設定に努めました。 

この結果、運輸業の営業収益は前年同期比 1.5％増の 8,778 億円、営業利益は同 0.2％増の 974 億

円となりました。 
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＜流通業＞ 

岡山駅に｢サンフェスタ岡山｣を開業、新神戸駅に「新神戸アントレマルシェ」等を開業するととも

に、セルフ販売型のニューキヨスク店舗等の新規出店を進めるなど、駅の魅力向上に向けた取り組み

を引き続き推進しました。また、「ジェイアール京都伊勢丹」では、京都駅ビル 10 周年に合わせ、メ

ンズフロアをリニューアルしたほか、京都駅南北自由通路に新しいエキナカ商業施設｢スバコ・ジェ

イアール京都伊勢丹｣を開業するなど、収益の拡大に向けて取り組みました。 

この結果、流通業の営業収益は前年同期比 1.3％増の 2,555 億円、営業利益は同 4.3％増の 52 億円

となりました。 

 

＜不動産業＞ 

京都駅に大型家電量販店を誘致した｢ＪＲ京都駅ＮＫビル｣、金沢駅に｢金沢駅西口ビル｣、福山駅高

架下に｢サンステーションテラス福山｣を開業するなど、駅構内及び周辺用地の開発を推進しました。

また、大阪駅開発プロジェクトについては、新北ビル開発やアクティ大阪増築等の計画の着実な推進

に努めました。さらに、社宅跡地等におけるマンション分譲を引き続き積極的に展開し、保有資産の

有効活用を進めました。 

この結果、不動産業の営業収益は前年同期比 19.2％増の 906 億円、営業利益は同 16.2％増の 246

億円となりました。 

 

＜その他事業＞ 

旅行業については、新たに稼動した｢新国内系システム｣を活用した営業活動を展開しました。また、

基幹分野の安定成長と成長分野への経営資源のシフトを方針とした「日本旅行グループ中期経営計画

（2008～2010 年度）」を策定しました。ホテル業については、客室や料飲施設のリニューアル、各種

イベントの実施などの販売促進に取り組みました。｢ＩＣＯＣＡ電子マネー｣については、岡山・広島

地区においてサービスを開始するとともに、ＪＲ東日本の「Ｓｕｉｃａ（スイカ）」との相互利用を

開始したほか、市中や駅構内においてご利用いただける店舗の拡大に取り組みました。 

この結果、その他事業全体の営業収益は前年同期比 1.6％増の 3,049 億円、営業利益は同 11.8％減

の 110 億円となりました。 

 

③ 次期の見通し 

当社グループは、基幹事業である鉄道事業を中心に、グループを挙げて「安全を最優先する企業

風土」の構築に取り組み、皆様からの信頼を早期に回復するとともに、企業グループとしての持続

的な発展を目指してまいります。 

鉄道事業については、平成 18 年 10 月に制定した「鉄道安全管理規程」に基づき、安全管理体制

の一層の充実を図ってきているところですが、新たに策定した「安全基本計画」に基づき、引き続

き安心、信頼していただける質の高い輸送サービスの提供に努めてまいります。 

流通業、不動産業については、線区価値の向上に向け、鉄道部門と一体となった便利な駅づくり、

行政や地元と協調した駅周辺開発、高架下の美化・活性化等を推進していくとともに、㈱ジェイア

ール西日本伊勢丹による新百貨店の開業に向けた準備など大阪駅開発プロジェクト等を引き続き着
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実に進めてまいります。また、「ＩＣＯＣＡ電子マネー」についてもご利用いただける店舗の拡大等

を進め「ＩＣＯＣＡ」の利便性の向上を図ってまいります。 

 

現時点での平成 21 年３月期の業績見通しは次のとおりです。 

 

   売    上    高      １２,９８０億円（前期比  ０.６％増） 

   営  業  利  益        １,４３０億円（前期比  ４.１％増） 

   経 常 利 益        １,１４８億円（前期比  ５.５％増） 

   当 期 純 利 益          ６４０億円（前期比 １０.９％増） 

 

（注）上記の業績見通しは、現時点で合理的であると思われる一定の前提に基づいており、変動

する可能性があります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業収益が増加したことなどから、営業活動によって得た資金は前年同期に比べ 335 億円多い

2,221 億円となりました。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

設備投資に係る支出が増加したことなどから、投資活動によって支出した資金は前年同期に比べ

475 億円多い 1,792 億円となりました。 

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期債務の返済に係る支出が減少したものの、自己株式の取得による支出が増加したことなどか

ら、財務活動によって支出した資金は前年同期に比べ 11 億円多い 558 億円となりました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末に比べ 129 億円減の 446 億円となりま

した。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  16年３月期 17年３月期 18年３月期 19年３月期 20年３月期

自己資本比率 (％) １９.９ ２２.２ ２３.９ ２５.３ ２５.９

時価ﾍ゙ ｽーの自己資本比率 (％) ３４.６ ３６.９ ４２.２ ４５.３ ３５.２

ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛー 対 

有利子負債倍率 (倍) ８.０ ７.４ ６.１ ５.１ ４.２

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊ゙ ﾚｯｼ゙ ･ﾚｼｵ (倍) ２.８ ３.１ ３.４ ３.６ ３.９

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債倍率：有利子負債／ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
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   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：（営業利益＋受取利息・配当金）／支払利息 

※ 各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰは、営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰを使用しております。 

※ 有利子負債は、長期債務の有利子負債を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針 

当社は、安定的な配当の継続を重視するとともに、将来にわたり健全かつ安定的な経営基盤を確

立するため、内部留保を充実させることを基本的な考え方としております。 

配当の具体的な考え方につきましては、資本構成における株主資本並びに長期債務の状況等を踏

まえ、営業収益を持続的に安定成長させ得ることを前提に、平成20年度までの期間におきまして、

１株当たり年間6,000円の配当を実施する予定であることを既にお示ししているところであります。 

当期の配当金については、中間配当金として既に１株当たり3,000円を実施したことから、期末配

当金については、１株当たり3,000円とすることを予定しております。 

 

 

２．企 業 集 団 の 状 況  

 

最近の有価証券報告書（平成19年６月27日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

 

３．経 営 方 針  

 

当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、  

500名を超えるお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。 

ここに改めましてお亡くなりになられた方々のご冥福をお祈り申しあげますとともに、ご遺族の

皆様には衷心よりお詫び申しあげます。また、お怪我をされた皆様にも深くお詫び申しあげますと

ともに、一日も早いご快癒をお祈り申しあげます。お客様や株主の皆様並びに地元にお住まいの方々

に対しまして、多大なるご心労、ご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申しあげます。 

当社は、｢企業理念」と「安全憲章」のもと、今後ともこの事故を決して忘れることなく、お客様

のかけがえのない尊い命をお預かりしている責任を強く自覚し、安全第一を積み重ね、お客様から

安心、信頼していただける鉄道を築き上げることに全力をあげて取り組んでまいります。 

 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、基幹事業である鉄道事業を中心とし、グループを挙げて「安全を最優先する

企業風土」の構築に取り組み、皆様からの信頼を早期に回復するとともに、企業グループとしての

持続的な発展を目指してまいります。 

具体的には、鉄道事業を核とし、鉄道を利用されるお客様を主たる対象としたサービスの提供や
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駅及び駅周辺の資産の有効活用を主眼におき、流通業、不動産業等の事業を展開しております。

事業展開にあたっては、グループ全体としての持続的発展と企業価値の向上を目指し、グループ

一体の考え方を強化するとともに、経営資源の有効活用を図るなど、経営基盤の一層の強化に努め

てまいります。 

今後とも、厳しい経営環境が見込まれる中、「企業理念」、「安全憲章」のもと、安全最優先を基本

に据え、市場動向を的確に捉えながら、お客様に安心して繰り返し選択される質の高いサービス・

商品を提供すべく、戦略的かつタイムリーに諸施策を講じていくことにより、企業価値の向上に

取り組んでまいります。 

 

 

（２）中長期的な経営戦略及び経営目標 

当社グループは、平成 18 年 10 月に平成 20 年度までのグループ中期経営目標の見直しを行い、

「安全を最優先する企業風土」の構築を経営目標として定め、「企業理念」、「安全憲章」のもと、「事故

で被害に遭われた方々への精一杯の対応」、「安全性向上のための取り組みの推進」等を重要な経営

課題に掲げ、全力で取り組んでいくこととしております。 

  

なお、平成20年度における経営指標は、グループ中期経営目標の見直しにおいて、以下のとおり

見通しております。 

連結ＲＯＡ（総資産営業利益率）        ５.８％ 

連結ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）      ９.４％ 

連結営業収益            １２,７５０億円 

運輸収入               ７,６７５億円 

 

なお、平成 19 年度（平成 20 年３月期）において、連結営業収益及び運輸収入が上記見通しを

上回ったため、平成 20 年度（平成 21 年３月期）の業績予想は、連結営業収益 12,980 億円、運輸

収入は 7,860 億円へと、いずれも上方修正しております。 

 

（３）対処すべき課題 

当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において惹き起こした極めて重大な事故によ

り、これまでに築き上げてきたお客様や社会からの信頼を大きく損なうこととなりました。 

ご遺族の皆様をはじめ被害に遭われた方々への対応につきましては、引き続きご意見やご要望を

真摯に受け止めるとともに、これまで以上にきめ細かい対応を精一杯行ってまいります。 

当社としては、安全第一を積み重ね、お客様や社会からの信頼を回復していくことが経営の最重

要課題であり、安心、信頼される質の高い輸送サービスの提供を基盤に、当社グループ総体として、

社会に有益なサービスを提供し、収益の拡大を図りながら将来にわたり持続的に発展していくため

の確かな礎を築き上げていかなければならないと認識しております。 

こうした基本認識を踏まえ、次の時代に向けた新たなビジョンを策定するとともに、平成18年に

制定した「企業理念」と「安全憲章」の全社員への浸透・具現化を図り、グループ中期経営目標に

掲げた「安全を最優先する企業風土の構築」の達成に向け、全力で取り組んでまいります。 
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安全性向上の取り組みについては、新たに策定した「安全基本計画」に基づき、「お客様の死傷

事故ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」に向けて、リスクアセスメントを導入すると

ともに、これまでの事故概念を見直し、安全上問題のある事象に対する分析や対策をより幅広く行

ってまいります。また、福知山線列車事故を決して忘れないための取り組みを推進し、安全意識を

高めるとともに、安全管理体制の基盤を構成する諸要件の充実を図ってまいります。 

さらに、安全性向上の取り組みと両輪をなす企業文化・風土の「変革」の推進については、「変

革推進会議」からのご提言を踏まえ、「安全で」「信頼され」「自らが考え行動する」という企業

風土を作りあげてまいります。 

鉄道事業については、平成18年10月に制定した「鉄道安全管理規程」に基づき、安全管理体制の

一層の充実を図っていますが、「安全基本計画」のもと、リスクアセスメントに基づく安全マネジ

メントの確立に努めるとともに、技術力の向上、コミュニケーションの改善、人材の確保と育成な

ど、安全を構成する様々な要件について、その充実を図る取り組みを実施してまいります。また、

設備を維持・更新するための投資を計画的に実施するとともに、ＡＴＳ－Ｐ形の整備拡大、下り勾

配等に対する速度超過対策、高架橋耐震補強による地震対策など、鉄道の保安度の向上や防災対策

のための投資を行ってまいります。 

輸送面、営業面については、厳しい競争環境の中にあって、Ｎ700系の投入効果を最大限に発揮で

きる新幹線ダイヤの構築をはじめ、ご利用状況に応じた快適で信頼性の高い輸送サービスの提供に

努めるとともに、地球環境にやさしい新幹線のＰＲに努めるなど新幹線の利用拡大に向けた取り組

みを推進してまいります。また、平成23年春の九州新幹線と山陽新幹線との相互直通運転をはじめ

とする九州新幹線博多開業への対応をはじめ、鉄道事業における各種プロジェクトを着実に進めて

まいります。さらに、フロントサービスをはじめ駅や車両設備を含めたサービス全般におけるレベ

ルアップを図るとともに、輸送障害が発生した場合の運行情報提供の充実を図るため、駅頭に専用

ディスプレイを導入するほか、地方自治体等のご協力をいただきながらバリアフリー設備の整備を

進めるなど、ご利用いただきやすい駅づくりをはじめとして、お客様にご満足いただける施策を積

極的に展開してまいります。このほか、販売チャネルの利便性を一層向上させるため、「エクスプ

レス予約」のご利用促進や平成21年夏からの山陽新幹線におけるＥＸ－ＩＣ(エクスプレスＩＣ)サ

ービスの拡大等を進めてまいります。 

流通業、不動産業については、線区価値の向上に向け、鉄道部門と一体となった便利な駅づくり、

行政や地元と協調した駅周辺開発、高架下の美化・活性化等を推進していくとともに、㈱ジェイア

ール西日本伊勢丹による新百貨店の開業に向けた準備など大阪駅開発プロジェクト等を引き続き着

実に進めてまいります。また、「ＩＣＯＣＡ電子マネー」についてもご利用いただける店舗の拡大

等を進め「ＩＣＯＣＡ」の利便性の向上を図ってまいります。 

企業の社会的責任（ＣＳＲ）の遂行にあたっては、その重要性を改めて認識し、ＣＳＲ推進委員

会を中心に一層の推進を図るとともに、コンプライアンス委員会や危機管理委員会を推進主体とし、

事業活動全般における適正な業務運営の確立に向けた取り組みに努めてまいります。また、平成20

年度から適用される財務報告に係る内部統制の評価及び監査制度へ適切に対応するなど、内部統制

機能の一層の充実を図ってまいります。 
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４．連 結 財 務 諸 表 

（１） 連 結 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

I  ２２６，１００  ２２１，１３８ △ ４，９６１

1.  ５７，８１４  ４４，８３６ △ １２，９７８

2.  １９，０６９  １９，１３９  ７０

3.  ２２，６６７  ２１，８３６ △ ８３１

4.  ５１，６０５  ４８，５５９ △ ３，０４５

5.  １９，３７９  ２２，２４６  ２，８６６

6.  １８，６７９  １９，９３８  １，２５８

7.  ３７，２８１  ４４，９１７  ７，６３５

8. △ ３９７ △ ３３５  ６２

Ⅱ ２，１７５，４８４ ２，２４１，６３０  ６６，１４６

A. １，９７３，１４６ ２，０２８，６３９  ５５，４９２

1. 建 物 及 び 構 築 物  ９６７，０４５  ９７９，０７４  １２，０２８

2. 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  ２５４，１４７  ２８２，５９９  ２８，４５２

3. 土 地  ６５８，５１９  ６５７，４６９ △ １，０４９

4. 建 設 仮 勘 定  ６６，２９６  ８１，３０１  １５，００４

5. そ の 他  ２７，１３８  ２８，１９５  １，０５７

B.  ２２，１９７  ２０，０１７ △ ２，１８０

C.  １８０，１３９  １９２，９７３  １２，８３３

1. 投 資 有 価 証 券  ６４，８４７  ６０，０３８ △ ４，８０９

2. 繰 延 税 金 資 産  ９２，６９８  １０９，０３５  １６，３３６

3. そ の 他 の 投 資 等  ２３，２５３  ２４，８９７  １，６４４

4. 貸 倒 引 当 金 △ ６６０ △ ９９８ △ ３３８

Ⅲ  ８２  ６２ △ ２０

２，４０１，６６７ ２，４６２，８３１  ６１，１６４

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

１０

固 定 資 産

繰 延 資 産

未 収 金

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

科　　　　　目

流 動 資 産

増　　　減

未 収 運 賃

た な 卸 資 産

（ 資　　 産　　 の　　 部 ）

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

貸 倒 引 当 金



    西日本旅客鉄道株式会社（9021）平成20年３月期 決算短信  

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

I  ５２８，７５７  ５７８，６９８  ４９，９４１

1.  ５０，２７２  ４８，１０９ △ ２，１６２

2.  １３，１３７  １３，６３０  ４９２

3.  ─  ４５，０００  ４５，０００

4.  ４９，３５２  ４２，９７９ △ ６，３７２

5.  ３６，５３０  ３４，５９８ △ １，９３１

6.  ３１  ３１  ─

7.  １２４，５６７  １２６，７７２  ２，２０５

8.  ５，３１２  ３，１３５ △ ２，１７７

9.  ２１，７１３  ３７，５８９  １５，８７５

10.  ７，７６４  １，５６０ △ ６，２０４

11.  ６６，６０１  ５９，１７１ △ ７，４３０

12.  ３０，５０７  ３１，２６０  ７５３

13.  ５６，４７５  ６６，５７４  １０，０９９

14.  １９８  ─ △ １９８

15.  ３４，３４８  ３４，８１７  ４６８

16.  ５１  ５４  ２

17.  ─  ６７０  ６７０

18.  ３１，８９０  ３２，７４０  ８５０

Ⅱ １，２３５，０６０ １，２１３，２９４ △ ２１，７６５

1.  ２４９，９８１  ２３４，９６４ △ １５，０１６

2.  ２２３，２１１  ２０６，５３１ △ １６，６７９

3.  ４２７，３７２  ３９２，８７２ △ ３４，５００

4.  ３１６  ２８５ △ ３１

5.  １１３  １４１  ２７

6.  ２１９，６９３  ２５７，０３８  ３７，３４４

7.  ９，９３１  ２，２２２ △ ７，７０９

8.  ７，４２６  １１，４６６  ４，０３９

9.  ─  ２，６６７  ２，６６７

10.  ９７，０１２  １０５，１０５  ８，０９３

１，７６３，８１７ １，７９１，９９３  ２８，１７５

  

Ⅰ  ５９８，３３１  ６３４，０２２  ３５，６９１

1.  １００，０００  １００，０００  ─

2.  ５５，０００  ５５，０００  ─

3.  ４４３，６５８  ４８９，３６６  ４５，７０７

4. △ ３２７ △ １０，３４３ △ １０，０１６

Ⅱ  ９，２１２  ４，６４７ △ ４，５６５

1.  ８，８６４  ４，５５２ △ ４，３１２

2.  ３４８  ９５ △ ２５３

Ⅲ  ３０，３０５  ３２，１６７  １，８６２

 ６３７，８４９  ６７０，８３８  ３２，９８８

２，４０１，６６７ ２，４６２，８３１  ６１，１６４

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

１１

流 動 負 債

固 定 負 債

株 主 資 本

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 負 債

前 受 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

耐 震 補 強 対 策 引 当 金

負 債 純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純   資   産　  計

少 数 株 主 持 分

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

負　　　債　　　計

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 純　 資　 産　 の　 部 ）

環 境 安 全 対 策 引 当 金

未 引 換 商 品 券 等 引 当 金

1 年 以 内 に 支 払 う 長 期 未 払 金

長 期 借 入 金

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

そ の 他 の 流 動 負 債

完 成 工 事 補 償 引 当 金

前 受 運 賃

長 期 未 払 金

社 債

賞 与 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

（ 負　　 債　　 の　　 部 ）

未 払 消 費 税

預 り 連 絡 運 賃

未 払 法 人 税 等

預 り 金

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

未 払 金

1 年 以 内 に 償 還 す る 社 債

増　　　減科　　　　　目



西日本旅客鉄道株式会社（9021）平成20年３月期 決算短信

 (２) 連 結 損 益 計 算 書 (単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
増　　　減

Ⅰ  ２７，２５４

Ⅱ  ２５，１８３

1. 運輸業等営業費及び売上原価  ２４，９１３

2. 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ２７０

営 業 利 益  ２，０７１

Ⅲ  ７，１１７  ７，９１８  ８００

1. 受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金  ３３１  ４６１  １２９

2. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  １，０１６  １，２９８  ２８１

3. そ の 他 の 収 益  ５，７６９  ６，１５８  ３８９

Ⅳ  ３８，３０４  ３６，４７３ △ １，８３０

1. 支 払 利 息 ・ 社 債 利 息  ３７，２９８  ３５，４２４ △ １，８７３

2. そ の 他 の 費 用  １，００６  １，０４９  ４２

経 常 利 益  １０４，１５４  １０８，８５７  ４，７０２

Ⅴ  ４７，３２８  ４４，６７５ △ ２，６５３

1. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ３１，７１４  ２５，８９１ △ ５，８２２

2. 収 用 等 補 償 金 受 入 額  ２，５１４  ３，６６６  １，１５１

3. 固 定 資 産 売 却 益  ９，９９３  ８，０９７ △ １，８９５

4. そ の 他 の 利 益  ３，１０６  ７，０１９  ３，９１３

Ⅵ  ５０，６１０  ５１，９４８  １，３３７

1. 工 事 負 担 金 等 圧 縮 損  ３１，０７６  ２４，８６４ △ ６，２１２

2. 収 用 等 圧 縮 損  ２，５１３  ３，６４４  １，１３１

3. そ の 他 の 損 失  １７，０２１  ２３，４３９  ６，４１８

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  １００，８７２  １０１，５８４  ７１２

法人税、住民税及び事業税  ４４，３２０  ５６，５５９  １２，２３８

法 人 税 等 調 整 額 △ ２，８１６ △ １４，７３７ △ １１，９２０

少 数 株 主 利 益  ２，５７６  ２，０５４ △ ５２２

当 期 純 利 益  ５６，７９１  ５７，７０７  ９１６

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

特 別 損 失

２０８，５６９

１３７，４１３

１，２６２，９３５

１，１２７，５９３

９１９，２９４

２０８，２９９

１３５，３４１

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

１，２９０，１９０

１，１５２，７７７

９４４，２０７

営 業 収 益

営 業 費

平成18年４月１日から 平成19年４月１日から
科　　　　　　　目

平成19年３月31日まで 平成20年３月31日まで

１２



西日本旅客鉄道株式会社 (9021) 平成20年３月期 決算短信

（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） （単位：百万円）

100,000 55,000 398,910 △327 553,583 10,670 - 10,670 27,769 592,023

- - △12,000 - △12,000 △12,000

- - 56,791 - 56,791 56,791

- - △43 - △43 △43

△1,806 348 △1,458 2,536 1,078

- - 44,748 - 44,748 △1,806 348 △1,458 2,536 45,826

100,000 55,000 443,658 △327 598,331 8,864 348 9,212 30,305 637,849

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで） （単位：百万円）

100,000 55,000 443,658 △327 598,331 8,864 348 9,212 30,305 637,849

- - △12,000 - △12,000 △12,000

- - 57,707 - 57,707 57,707

- - - △16 △16 △16

- - - △9,999 △9,999 △9,999

△4,312 △253 △4,565 1,862 △2,703

- - 45,707 △10,016 35,691 △4,312 △253 △4,565 1,862 32,988

100,000 55,000 489,366 △10,343 634,022 4,552 95 4,647 32,167 670,838

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

純資産
合　計資本金

資  本
剰余金

利  益
剰余金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

株　　　主　　　資　　　本

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

評価・換算差額等

少 数
株 主
持 分

繰 延
ヘッジ
損 益

評  価
・

換  算
差額等
合  計

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

平 成 20 年 ３ 月 31 日 残 高

持分法適用関連会社に対する
持分割合変動による差額

自 己 株 式 の 取 得

株　　　主　　　資　　　本 評価・換算差額等

少 数
株 主
持 分

純資産
合　計資本金

資  本
剰余金

利  益
剰余金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

評  価
・

換  算
差額等
合  計

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

剰 余 金 の 配 当

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

連結子会社の合併に伴う
減 少 高

当 期 純 利 益

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

１３



西日本旅客鉄道株式会社（9021）平成20年３月期 決算短信

（４）連結キャッシュ･フロー計算書 
（単位：百万円）

Ⅰ　

1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  １００，８７２  １０１，５８４  ７１２

2. 減 価 償 却 費  １１２，８２７  １２８，０８５  １５，２５８

3. 減 損 損 失  ２４２  ４，１０３  ３，８６１

4. 工 事 負 担 金 等 圧 縮 損  ３１，０７６  ２４，８６４ △ ６，２１２

5. 固 定 資 産 除 却 損  １２，６９２  １１，１１１ △ １，５８０

6. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額  １８，０１６  ３７，３４４  １９，３２８

7. 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ ７  ４６８  ４７５

8. そ の 他 の 引 当 金 の 増 減 額 △ ４，６４９ △ １５７  ４，４９１

9. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ３３１ △ ４６１ △ １２９

10. 支 払 利 息  ３７，２９８  ３５，４２４ △ １，８７３

11. 持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △ １，０１６ △ １，２９８ △ ２８１

12. 工 事 負 担 金 等 受 入 額 △ ３１，７１４ △ ２５，８９１  ５，８２２

13. 売 上 債 権 の 増 減 額 △ １０，７３１  ４，２３５  １４，９６７

14. た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ １，４３９ △ ２，８６６ △ １，４２７

15. 仕 入 債 務 の 増 減 額  ２０，７３８ △ ２１，５０４ △ ４２，２４２

16. 未 払 消 費 税 の 増 減 額  ２，０３９ △ ２，１７７ △ ４，２１７

17. そ の 他 △ ７，２９５  ５，８８２  １３，１７７

小 計  ２７８，６１７  ２９８，７４７  ２０，１３０

18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２６５  ４７２  ２０７

19. 利 息 の 支 払 額 △ ３７，３９８ △ ３５，５６４  １，８３３

20. 法 人 税 等 支 払 額 △ ５２，８６５ △ ４１，４７２  １１，３９３

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  １８８，６１８  ２２２，１８３  ３３，５６４

Ⅱ　   

1. 定期預金（３ヶ月超）の預入による支出 △ ３３５ △ ２３０  １０５

2. 定期預金（３ヶ月超）の払戻による収入  ７６５  ２３０ △ ５３５

3. 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １７５，０２４ △ ２２４，８６４ △ ４９，８４０

4. 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  ４，２７２  ２，８４７ △ １，４２５

5. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ４１，８５８  ４５，０２７  ３，１６９

6. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ １，９６１ △ １，１９８  ７６２

7. 貸 付 け に よ る 支 出 △ ６８９ △ ６４１  ４８

8. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  ２６６  ７３６  ４６９

9. そ の 他 △ ９２８ △ １，１８８ △ ２５９

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １３１，７７６ △ １７９，２８１ △ ４７，５０４

Ⅲ　    

1. 短 期 借 入 金 の 増 減 額 （ 純 額 ）  ２，１３９  １，５２６ △ ６１２

2. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  ５７，１００  ２６，３００ △ ３０，８００

3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ ８９，１３５ △ ４９，３８３  ３９，７５１

4. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入  ２９，９８１  ２９，９８２  １

5. 鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △ ３６，０９３ △ ３６，４３１ △ ３３８

6. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出  ─ △ ９，９９９ △ ９，９９９

7. 配 当 金 の 支 払 額 △ １２，００２ △ １２，０２５ △ ２２

8. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ １１２ △ １１２  ─

9. そ の 他 △ ６，５６６ △ ５，７３５  ８３０

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ５４，６９０ △ ５５，８７９ △ １，１８９

Ⅳ  ２，１５１ △ １２，９７８ △ １５，１２９

Ⅴ  ５５，４３３  ５７，５８４  ２，１５１

Ⅵ  ５７，５８４  ４４，６０６ △ １２，９７８

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

増　　　減
当連結会計年度

平成20年３月31日まで
平成19年４月１日から

前連結会計年度

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

項　　　　目

１４
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項（連結子会社の数） 66 社 

連結子会社は、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、㈱日本旅行、   

中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、     

天王寺ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本商事㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、    

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ、西日本電気ｼｽﾃﾑ㈱のほか 52 社であります。 

なお、平成 19 年４月１日に、呉ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱は中国ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱と合併して消滅し、存続会社の   

中国ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱は中国 SC 開発㈱に社名を変更しております。また、平成 19 年７月１日に     

ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本情報ｼｽﾃﾑ㈱は㈱JR 西日本 ITｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞに社名を変更しております。 

 

２．環境安全対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当連結会計年度末においてその金額を合理的

に見積もることができる処理費用について計上しております。なお、見積もり金額は、日本環境安全事業

㈱（ＪＥＳＣＯ）から公表されている単価に基づき算定したものであり、現時点で処理費用を合理的に見

積もることができないものについては計上しておりません。 

また、当社保有の開発用地の一部において土壌汚染が判明したことにより、汚染された土壌の処理費用

の支出に備えるため、当連結会計年度末においてその金額を合理的に見積もることができる支払見込額を

計上しております。なお、当該用地のうち、処理費用の負担に関して旧所有者との整理が必要な箇所に係

る費用については計上しておりません。 

 

３．未引換商品券等引当金 

一部の連結子会社において発行している商品券等のうち、発行から一定期間経過後に収益計上したもの

については、将来の引換に備えるため、過去の引換率を基に、当連結会計年度末においてその金額を合理

的に見積もることができる将来引換見込額を計上しております。 

 

４．ポイント引当金 

顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当連結会計年度末において将来利用されると見込まれる

額を計上しております。 

 

なお、上記「１．連結の範囲に関する事項（連結子会社の数）」、「２．環境安全対策引当金」、「３．

未引換商品券等引当金」及び「４．ポイント引当金」以外は、 近の有価証券報告書（平成 19 年６月 27

日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  
 

１．棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日）が平成 20 年３月

31 日以前に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準を適用しております。 

これによる連結財務諸表への影響は軽微であります。 

 

２．有形固定資産の減価償却方法の変更 

建物を除く有形固定資産については、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成 19 年４月１

日以後に取得したものにつき主として改正後の法人税法に基づく定率法に変更しております。なお、平成

19 年３月 31 日以前に取得したもののうち償却可能額までの償却が終了しているものについては、残存簿

価を５年間で均等償却しております。 
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また、建物の減価償却方法については、従来、主として定率法を採用しておりましたが、平成 19 年４

月１日以後に取得したものについては、主として改正後の法人税法に定める定率法により減価償却を行う

方法に変更しました。 

当社は、「安全性向上のための取り組みの推進」、「お客様に選択いただける質の高いサービス・商品

の提供」等を重要な経営課題とするグループ中期経営目標の見直しを平成 18 年 10 月 31 日に公表し、平

成 18 年度にはＡＴＳの整備や高架橋の耐震補強などを進めてきました。平成 19 年度以降は引き続き安全

性向上の取り組みを進めることに加え、平成 22 年度末の九州新幹線と山陽新幹線との相互直通運転をは

じめとする九州新幹線博多開業への対応など、鉄道事業における各種プロジェクトを着実に進めてまいり

ます。また、大阪駅改良・新北ビル開発計画を着実に推進するほか、より多くのお客様に選択される便利

で魅力的な駅作りに向け、より利便性・機能性を兼ね備えたバリアフリー化、駅構内における商業施設の

開発に伴う従来駅舎の意匠変更等、駅の見直しを継続的に実施します。上記観点からの今後の建物に係る

投資、改良の状況を勘案した結果、建物の償却率についてはより早期の償却を行うことが駅などの事業用

建物の状況をより適切に反映することができることから変更を行ったものです。 

あわせて平成19年３月31日以前に取得したもののうち償却可能額までの償却が終了しているものにつ

いては、残存簿価を５年間で均等償却を行う方法に変更しています。これは、残存価額を備忘価格１円と

する会計慣行が定着する流れのなか、当社の建物の除却の状況などを勘案したことによるものです。 

これらにより、営業費に含まれる減価償却費は 9,433 百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ同額減少しております。 

また、減価償却費の増加額のうち既存資産の残存簿価の５年間均等償却額は 7,199 百万円です。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 
３．未引換商品券等引当金の計上 

一部の連結子会社において発行している商品券等のうち、発行から一定期間経過後に収益計上したもの

については、引換時に費用等で処理しておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当

金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証

実務委員会報告第 42 号 平成 19 年４月 13 日）の公表を契機に、当連結会計年度より将来の引換に備え

るため、過去の引換率を基に、当連結会計年度末においてその金額を合理的に見積もることができる将来

引換見込額を計上しております。 

これにより従来と同一の方法によった場合と比較して、営業収益は 67 百万円、営業利益は 67 百万円、

経常利益は 63 百万円増加し、税金等調整前当期純利益は 2,667 百万円減少しております。 

当該連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更は、当下期において引当額を合理的に見積

もるための計算体制等が整備されたことなどから当下期より変更したため、中間連結会計期間と連結会計

年度との首尾一貫性を欠くことになっております。 

従って、当中間連結会計期間は、当連結会計年度と同一の方法によった場合と比較して、経常利益は 2

百万円、税金等調整前中間純利益は 2,734 百万円多く計上されております。 

 

 
（７）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１． 有形固定資産の減価償却累計額  

     （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 

 ２,５６３,５３０百万円 ２,６４０,８１８百万円
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２． 保証債務  

     （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 

 ６,０２０百万円 ８,６１２百万円

 

３． 担保提供資産 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

    （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 

預 金 

建物及び構築物 

土  地 

投 資 有 価 証 券 

２３０百万円

２１,６７４百万円

１９０百万円

２６９百万円

２３０百万円

２０,７４０百万円

１９０百万円

３０２百万円

計 ２２,３６４百万円 ２１,４６３百万円

担保付債務は次のとおりであります。 

 

    （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 

長 期 借 入 金 

１年以内に返済 

する長期借入金 

その他流動負債 

６,４６０百万円

６５０百万円

２,１０３百万円

５,８１０百万円

６５０百万円

１,９９１百万円

 

計 ９,２１３百万円 ８,４５１百万円

なお、このほか旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成

13 年法律第 61 号）附則第７条の規定に基づき、当社の総財産を社債の一般担保に供しております。 

   （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 

 
 

 １７５,０００百万円 １７５,０００百万円

４. 福知山線列車事故に関する事項 

今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらについては、現時点では金額

等を合理的に見積もることは困難であります。 

 

 

（連結損益計算書関係） 

研究開発費の総額 １． 

    （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 

      ６,４０３百万円               ６,７１６百万円

   

２． 減損損失 

車両運用上の理由等により廃止の意思決定を行った資産及び売却や他の用途への転用の可能性のない

遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（4,103 百万円）として

特別損失に計上しております。 

用途 場所 種類 減損損失 

廃止に関する意思決

定済みの資産 

福岡県筑紫郡那珂川町等に保有する新幹線

車両 48 両 

車両 ２,２２５百万円 

遊休資産 神戸市内等に保有する土地 29 千㎡ 土地 １,８７８百万円 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

１． 発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

種  類 
平成19年３月31日現在 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

平成20年３月31日現在

株式数(株) 

普 通 株 式 2,000,000 ― ― 2,000,000 

２． 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

種  類 
平成19年３月31日現在 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

平成20年３月31日現在

株式数(株) 

普 通 株 式 885 17,480 ― 18,365 

普通株式の自己株式の増加 17,480 株は、持分法適用関連会社に対する当社の持分が増加したことによ

る、持分法適用関連会社が保有する自己株式(当社株式)の当社帰属分の増加 46 株、及び当社の自己株式

取得による増加 17,434 株であります。 

３． 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 6,000 3,000 平成19年３月31日 平成19年６月25日 

平成19年10月30日 

取 締 役 会 
普通株式 6,000 3,000 平成19年９月30日 平成19年11月30日 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議（予定） 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成20年６月 

定時株主総会 
普通株式 5,947 利益剰余金 3,000 平成20年３月31日 未  定 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

（前連結会計年度） 

（平成 19 年３月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整  

 

 現金及び預金勘定 

 

５７,８１４百万円 

 現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） △   ２３０百万円  

 現金及び現金同等物 ５７,５８４百万円 

 

 

 （当連結会計年度） 

                                                                     （平成 20 年３月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整  

 

 現金及び預金勘定 

 

４４,８３６百万円 

 現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） △   ２３０百万円  

 現金及び現金同等物 ４４,６０６百万円 

 

 

（８）退職給付 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。また、一部の連結子会社は、確定拠出型の制度である中小企業退職金共済制度に加盟しております。 

なお、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 

２．退職給付債務に関する事項（平成 20 年３月 31 日現在） 

                                                               （単位：百万円） 

イ．退職給付債務                                            △ ３７７,１６１ 

ロ．年金資産                                                     １０,９２７ 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）                           △ ３６６,２３３ 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額                                 ６７,８２４ 

ホ．未認識数理計算上の差異                      ４３,７４７ 

へ．未認識過去勤務債務                                     △   ２,００４ 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）             △  ２５６,６６６ 

チ．前払年金費用                                                  ３７２ 

リ．退職給付引当金（ト－チ）  （注）                      △ ２５７,０３８ 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
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３．退職給付費用に関する事項（平成 19 年４月１日から 平成 20 年３月 31 日まで） 

                                                                 （単位：百万円） 

イ．勤務費用（注）                                               １５,６５６ 

ロ．利息費用                                                       ７,４５０ 

ハ．期待運用収益                                              △      ２６２ 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額                               ３１,４５８ 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額                                  ７,２０８ 

へ．過去勤務債務の費用処理額                                     ２,５８２ 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）                      ６４,０９３ 

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しており

ます。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法                               期間定額基準 

ロ．割引率                                                  主として ２.０％ 

ハ．期待運用収益率                                          主として ２.５％ 

  ニ．会計基準変更時差異の処理年数                            主として  １０年 

 ホ．数理計算上の差異の処理年数                             主として  １０年 

 へ．過去勤務債務の処理年数                   主として  一括 

 

（９）税効果会計 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(単位:百万円) 

項     目 当連結会計年度 

繰 延 税 金 資 産 

 賞 与 引 当 金 １４,２０２ 

 未 払 事 業 税 ３,１６１ 

 退 職 給 付 引 当 金 １０４,４０３ 

 固 定 資 産 未 実 現 利 益 

繰 越 欠 損 金 

そ の 他 

７,０６１ 

１５２ 

２４,０１１ 

繰 延 税 金 資 産 小 計 １５２,９９３ 

評 価 性 引 当 額 

繰 延 税 金 資 産 合 計 

△  ６,２７９ 

１４６,７１４ 

繰 延 税 金 負 債  

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 △  ２,８９２ 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ １２,８８３ 

 連 結 子 会 社 の 資 産 の 評 価 差 額 △  １,４４３ 

 そ の 他 △    ６６１ 

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ １７,８８１ 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額  １２８,８３２ 

 



西日本旅客鉄道株式会社 (9021) 平成 20 年３月期 決算短信     

 ２１

(注) 当連結会計年度における繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の 

項目に含まれております。 

 

流動資産－繰延税金資産        １９,９３８百万円 

固定資産－繰延税金資産      １０９,０３５百万円 

固定負債－繰延税金負債          １４１百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因になった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の 100 分の５以下であ

るため、記載を省略しております。 

 

（10）セグメント情報 

 
１  事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）                               （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売   上   高 
(1)  外部顧客に対する売上高 

 
 

848,586 208,185 62,725 143,438

 
 

1,262,935 － 1,262,935
(2)  セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

 
16,391 43,993 13,308 156,884

 
230,578 (230,578) －

計 864,978 252,178 76,033 300,323 1,493,514 (230,578) 1,262,935

営 業 費 用 767,703 247,125 54,814 287,814 1,357,457 (229,863) 1,127,593
営 業 利 益 97,274 5,053 21,219 12,508 136,056 (715) 135,341

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資 本 的 支 出 
資       産 

 
 

1,792,324 76,218 282,757 256,404

 
 

2,407,704 (6,037) 2,401,667
  減 価 償 却 費 93,079 2,503 10,481 6,763 112,827 － 112,827
  資 本 的 支 出 146,156 3,922 23,246 10,115 183,440 － 183,440

当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）                               （単位：百万円） 

 運 輸 業 流  通  業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売   上   高 
(1)  外部顧客に対する売上高 

 
 

861,273 212,803 76,757 139,356

 
 

1,290,190 － 1,290,190
(2)  セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

 
16,577 42,772 13,883 165,640

 
238,873 (238,873) －

計 877,850 255,576 90,640 304,996 1,529,064 (238,873) 1,290,190

営 業 費 用 780,371 250,305 65,994 293,959 1,390,631 (237,853) 1,152,777
営 業 利 益 97,479 5,270 24,646 11,036 138,433 (1,020) 137,413

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資 本 的 支 出 
資       産 

 
 

1,846,782 89,093 305,049 266,962

 
 

2,507,888 (45,056) 2,462,831
  減 価 償 却 費 107,026 2,866 11,665 6,527 128,085 － 128,085
  資 本 的 支 出 194,365 5,320 15,686 9,215 224,588 － 224,588
 
（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

２．事業区分の方法 
             日本標準産業分類を基本に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう事業を区分しております。 
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 ２２

３．各事業区分の主な事業内容 
  運    輸    業  …鉄道事業、船舶事業、旅客自動車運送事業を行っております。 
  流    通    業 …百貨店業、物販・飲食業、各種物品等卸売業を行っております。 
  不  動  産  業 …不動産販売・賃貸業、ショッピングセンター運営業を行っております。 
  そ の 他 事 業 …ホテル業、旅行業、物品賃貸業、建設事業等を行っております。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社の余資運用資金（現金及び預金）、繰延税金
資産等であります。 

             前連結会計年度    151,261 百万円 
             当連結会計年度    152,610 百万円 
       ５．会計処理の方法の変更 

（前連結会計年度） 
             記載すべき事項はありません。 

           （当連結会計年度） 
≪有形固定資産の減価償却方法の変更≫ 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、有形
固定資産の減価償却方法を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連
結会計年度の営業費用は、運輸業が 8,809 百万円、流通業が 86 百万円、不動産業が 332 百万円、その他事
業が 205 百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

２ 所在地別セグメント情報 
在外子会社及び在外支店がないため記載すべき事項はありません。 

３ 海外売上高 
  海外売上高がないため記載すべき事項はありません。 

 

（11）１株当たり情報 
 

１株当たり純資産額  

                      （前連結会計年度）         （当連結会計年度） 

３０３,９０６円５２銭        ３２２,２９４円６０銭      

１株当たり当期純利益金額 

                      （前連結会計年度）         （当連結会計年度） 

２８,４１５円０７銭         ２８,９５４円７８銭       

 

（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 

平成 18 年４月 １日から

平成 19 年３月 31 日まで

当連結会計年度 

平成 19 年４月 １日から

平成 20 年３月 31 日まで

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（百万円） ５６,７９１ ５７,７０７

 普通株主に帰属しない金額（百万円） △１３ －

 （うち利益処分による役員賞与金） （△１３） （－）

 普通株式に係る当期純利益（百万円） ５６,８０４ ５７,７０７

 期中平均株式数（千株） １,９９９ １,９９３

 

 

（開示の省略） 
リース取引、有価証券、デリバティブ取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要

性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 
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５．個 別 財 務 諸 表 

（１） 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

Ⅰ １４３，７６９　 １４８，８９９　 　 ５，１３０　

1. ３９，５３６　 ３１，４７１　 △ ８，０６４　

2. ２６，２９８　 ２３，３５９　 △ ２，９３９　

3. ２４，６３４　 ２２，５６３　 △ ２，０７１　

4. ４，０７６　 ４，５１６　 　 ４４０　

5. １８，４０４　 ２８，５８３　 　 １０，１７８　

6. ６，２１７　 ８，０１５　 　 １，７９８　

7. １，８０５　 １，９４４　 　 １３８　

8. １３，９０７　 １４，９８４　 　 １，０７７　

9. ９，０４９　 １３，６３０　 　 ４，５８１　

10. △ １６１　 △ １６９　 △ ８　

Ⅱ ２，００８，１０６　 ２，０７４，０４７　 　 ６５，９４０　

Ａ １，５４８，２９２　 １，５８３，６９６　 　 ３５，４０４　

Ｂ ５５６　 ４７９　 △ ７６　

Ｃ ６０，４４５　 ５９，５８７　 △ ８５８　

Ｄ ７２，６１７　 ７２，０３５　 △ ５８１　

Ｅ ６１，２５１　 ７６，３９０　 　 １５，１３９　

Ｆ ２６４，９４３　 ２８１，８５７　 　 １６，９１４　

1. 関 係 会 社 株 式 １２２，９８７　 １２３，６７１　 　 ６８３　

2. 投 資 有 価 証 券 ２１，９５０　 １５，４１３　 △ ６，５３７　

3. 長 期 貸 付 金 ３２，８８２　 ４０，１７３　 　 ７，２９０　

4. 長 期 前 払 費 用 ４，３１６　 ３，８６９　 △ ４４７　

5. 繰 延 税 金 資 産 ７９，８４５　 ９４，５２５　 　 １４，６７９　

6. そ の 他 の 投 資 等 ３，２５２　 ４，４９０　 　 １，２３８　

7. 貸 倒 引 当 金 △ ２９１　 △ ２８５　 　 ６　

２，１５１，８７５　 ２，２２２，９４７　 　 ７１，０７１　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　目
(平成20年３月31日現在)(平成19年３月31日現在)

当　期　末前　期　末
増　　　減

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

（ 資　　 産　　 の　　 部 ）

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

２３

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定
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（単位：百万円）

Ⅰ ５０５，６３０　 ５８７，５８９　 　 ８１，９５８　

1. １１７，１３９　 １３６，０６９　 　 １８，９３０　

2. －　 ４５，０００　 　 ４５，０００　

3. ３４，８７６　 ４０，１１６　 　 ５，２４０　

4. ３６，５３０　 ３４，５９８　 △ １，９３１　

5. ３１９　 ３１９　 　 －　

6. １４７，８８２　 １４５，５６２　 △ ２，３１９　

7. １８，７９７　 １９，６５７　 　 ８６０　

8. ３，４７４　 １，０４０　 △ ２，４３４　

9. １５，０６５　 ２９，０１７　 　 １３，９５２　

10. ８，１０１　 １，８５８　 △ ６，２４３　

11. １２，１６２　 １１，３９５　 △ ７６６　

12. ３０，４６３　 ３１，２１１　 　 ７４８　

13. ５３，８９４　 ６４，２３８　 　 １０，３４３　

14. ３７１　 ３７３　 　 ２　

15. ２６，５０５　 ２６，６０９　 　 １０４　

16. －　 ４８０　 　 ４８０　

17. ４７　 ３９　 △ ７　

Ⅱ １，１１２，９２４　 １，０８２，９１２　 △ ３０，０１２　

1. ２４９，９８１　 ２３４，９６４　 △ １５，０１６　

2. １９９，６９８　 １８５，８８２　 △ １３，８１６　

3. ４２７，３７２　 ３９２，８７２　 △ ３４，５００　

4. ２，２９２　 １，９７３　 △ ３１９　

5. ２０１，１８８　 ２３８，５１８　 　 ３７，３２９　

6. ９，９３１　 ２，２２２　 △ ７，７０９　

7. ７，４２６　 １１，４６６　 　 ４，０３９　

8. １５，０３２　 １５，０１２　 △ １９　

１，６１８，５５５　 １，６７０，５０１　 　 ５１，９４６　

Ⅰ ５２５，３１６　 ５４８，４４４　 　 ２３，１２８　

1. １００，０００　 １００，０００　 　 －　

2. ５５，０００　 ５５，０００　 　 －　

資 本 準 備 金 ５５，０００　 ５５，０００　 　 －　

3. ３７０，３１６　 ４０３，４４４　 　 ３３，１２８　

(1) 利 益 準 備 金 １１，３２７　 １１，３２７　 　 －　

(2) そ の 他 利 益 剰 余 金 ３５８，９８９　 ３９２，１１７　 　 ３３，１２８　

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １５，４３６　 １７，７６７　 　 ２，３３１　

別 途 積 立 金 ２６０，０００　 ２９０，０００　 　 ３０，０００　

繰 越 利 益 剰 余 金 ８３，５５３　 ８４，３４９　 　 ７９６　

4. －　 △ ９，９９９　 △ ９，９９９　

Ⅱ ８，００３　 ４，０００　 △ ４，００３　

８，００３　 ４，０００　 △ ４，００３　

５３３，３２０　 ５５２，４４５　 １９，１２５　

２，１５１，８７５　 ２，２２２，９４７　 ７１，０７１　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 本 金

２４

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

1年以内に支払う長期未払金

（ 負　　 債　　 の　　 部 ）

流 動 負 債

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

当　期　末前　期　末

増　　　減科　　　　　目
(平成20年３月31日現在)(平成19年３月31日現在)

1年以内に返済する長期借入金

1 年 以 内 に 償 還 す る 社 債

前 受 金

固 定 負 債

前 受 収 益

社 債

負　　　　　債　　　　　計

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

ポ イ ン ト 引 当 金

環 境 安 全 対 策 引 当 金

長 期 借 入 金

（ 純　 資　 産　 の　 部 ）

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

純　　　資　　　産　　　計

負 債 純 資 産 合 計

耐 震 補 強 対 策 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

利 益 剰 余 金



西日本旅客鉄道株式会社（9021）平成20年３月期 決算短信

（２） 損 益 計 算 書 
（単位：百万円）

Ⅰ

1. 　 ８４７，１７６　 　 ８５９，４１１　 　 １２，２３４　

2. 　 ７４９，９５８　 　 ７６１，９６６　 　 １２，００８　

　 ９７，２１８　 　 ９７，４４５　 　 ２２６　

Ⅱ 　 　

1. 　 ４０３　 　 ４２２　 　 １９　

2. 　 ５４４　 　 ５０４　 △ ４０　

△ １４１　 △ ８１　 　 ５９　

Ⅲ

1. 　 １８，２２９　 　 １９，６２５　 　 １，３９５　

2. 　 ６，３４１　 　 ７，１６５　 　 ８２４　

　 １１，８８８　 　 １２，４６０　 　 ５７１　

　 １０８，９６６　 　 １０９，８２４　 　 ８５７　

Ⅳ 　 ５，５０７　 　 ６，２０２　 　 ６９４　

1. 　 ７８２　 　 １，０５４　 　 ２７２　

2. 　 ４，７２５　 　 ５，１４７　 　 ４２２　

Ⅴ 　 ３６，７８７　 　 ３６，０５２　 △ ７３５　

1. 　 ３６，２０８　 　 ３５，４３８　 △ ７７０　

2. 　 ５７８　 　 ６１４　 　 ３５　

　 ７７，６８６　 　 ７９，９７４　 　 ２，２８７　

Ⅵ 　 ４５，１１２　 　 ４０，９４９　 △ ４，１６３　

1. 　 ３１，７１４　 　 ２５，８９１　 △ ５，８２２　

2. 　 ２，５０４　 　 ３，４２９　 　 ９２４　

3. 　 ９，５７８　 　 ８，０１６　 △ １，５６１　

4. 　 １，３１５　 　 ３，６１１　 　 ２，２９６　

Ⅶ 　 ４７，００３　 　 ４４，８３２　 △ ２，１７０　

1. 　 ３１，０７６　 　 ２４，８６４　 △ ６，２１２　

2. ２，５０３　 　 ３，４１６　 　 ９１３　

3. １３，４２３　 １６，５５２　 　 ３，１２８　

　 ７５，７９５　 　 ７６，０９０　 　 ２９５　

　 ３３，６４０　 　 ４３，９７３　 　 １０，３３２　

△ ２，５２８　 △ １３，０１０　 △ １０，４８２　

　 ４４，６８３　 　 ４５，１２８　 　 ４４４　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他 の 損 失

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

収 用 等 圧 縮 損

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

収 用 等 補 償 金 受 入 額

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金

そ の 他 の 収 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

関 連 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　　　目

鉄 道 事 業 営 業 利 益

平 成 20 年 ３ 月 31 日 ま で平 成 19 年 ３ 月 31 日 ま で

鉄 道 事 業 営 業 利 益

平 成 19 年 ４ 月 １ 日 か ら平 成 18 年 ４ 月 １ 日 か ら

当 　　 期前　　　期

増　　　減

２５

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

固 定 資 産 売 却 益



西日本旅客鉄道株式会社（9021）平成20年３月期 決算短信

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（平成18年４月１日から　平成19年３月31日まで） （単位：百万円）

固　定
資　産
圧　縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

100,000 55,000 11,327 8,982 240,000 77,323 337,633 － 492,633 9,596 502,229 

剰 余 金 の 配 当 △ 12,000 △ 12,000 △ 12,000 △ 12,000 

当 期 純 利 益 44,683 44,683    44,683    44,683 

固定資産圧縮積立金繰入
（ 前 期 分 ）

4,185 △ 4,185 － － －

固定資産圧縮積立金繰入
（ 当 期 分 ）

4,512 △ 4,512 － － －

固定資産圧縮積立金取崩
（ 前 期 分 ）

△ 991 991 － － －

固定資産圧縮積立金取崩
（ 当 期 分 ）

△ 1,252 1,252 － － －

別 途 積 立 金 繰 入 20,000 △ 20,000 － － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△ 1,592 △ 1,592 

－ － － 6,453 20,000 6,229 32,683 － 32,683 △ 1,592 31,090 

100,000 55,000 11,327 15,436 260,000 83,553 370,316 － 525,316 8,003 533,320 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当事業年度（平成19年４月１日から　平成20年３月31日まで） （単位：百万円）

固　定
資　産
圧　縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

100,000 55,000 11,327 15,436 260,000 83,553 370,316 － 525,316 8,003 533,320 

剰 余 金 の 配 当 △ 12,000 △ 12,000 △ 12,000 △ 12,000 

当 期 純 利 益 45,128 45,128    45,128    45,128 

固定資産圧縮積立金繰入 3,649 △ 3,649 － － －

固定資産圧縮積立金取崩 △ 1,317 1,317 － － －

別 途 積 立 金 繰 入 30,000 △ 30,000 － － －

自 己 株 式 の 取 得 △ 9,999 △ 9,999 △ 9,999 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△ 4,003 △ 4,003 

－ － － 2,331 30,000 796 33,128 △ 9,999 23,128 △ 4,003 19,125 

100,000 55,000 11,327 17,767 290,000 84,349 403,444 △ 9,999 548,444 4,000 552,445 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２６

純資産
合　計

評価・
換　算
差額等

純資産
合　計

自己株式
株　主
資　本
合　計

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

株　　　主　　　資　　　本

株　　　主　　　資　　　本

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 20 年 ３ 月 31 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

利　益　剰　余　金

利　益
準備金

利　益
剰余金
合　計

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

資本金
資　本
準備金

資　本
剰余金

その他利益剰余金

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

自己株式

事 業 年 度 中 の 変 動 額

評価・
換　算
差額等

株　主
資　本
合　計

資本金

資　本
剰余金

利　益　剰　余　金

資　本
準備金

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計
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平成 20 年４月 30 日 

西日本旅客鉄道株式会社 
 

連結決算 

１. 連結損益計算書 

                          
・営業収益は５期連続増収。当社、子会社ともに増収。 
・営業利益、経常利益は８期連続の増益、当期純利益は２期連続の増益（増収増益）。 
・連結子会社数 66社、持分法適用会社 ４社。 

 

(1) 営業収益   1兆 2,901億円 （対前年 ＋272億円 102.2％） [５期連続の増収] 

・当社は、運輸収入の増等により136億円の増収。 

・子会社は、不動産販売賃貸業、百貨店業等の増収により136億円の増収｡ 

(2) 営業費用    1兆 1,527億円 （対前年 ＋251億円 102.2％） 

・当社は、人件費の減などがあったものの、物件費の増や減価償却制度変更等による減価償却費の増

により127億円の増加。 

・子会社は、売上原価等の増により123億円の増加。 

(3) 営業利益     1,374 億円 （対前年 ＋ 20億円  101.5％） [８期連続の増益] 

・当社は、運輸収入の増等により8億円の増益。 

・子会社は、不動産販売賃貸業の増収などにより12億円の増益。 

(4) 営業外損益    △ 285億円 （対前年 ＋ 26億円  91.6％） 

・当社、子会社ともに支払利息の減等により改善。 

(5) 経常利益      1,088 億円 （対前年 ＋ 47億円 104.5％） [８期連続の増益] 

(6) 特別損益     △ 72億円 （対前年 △ 39億円） 

・当社は、環境安全対策引当金を計上したことなどにより19億円の悪化。 

・子会社は、未引換の旅行券に対する引当金を計上したことなどにより19億円の悪化。 

(7) 当期純利益     577 億円 （対前年 ＋  9億円 101.6％） [２期連続の増益] 

 

 

 

（単位：億円、％）

＜1.46＞ ＜1.47＞ 　　当　社　運輸収入の増

 12,629  12,901  272 102.2 　　子会社　不動産販売賃貸業、百貨店業増
 

       当　社　減価償却費増

 11,275  11,527 251 102.2 　子会社　売上原価等の増

   

 1,353  1,374 20 101.5

△ 311 △ 285  26 91.6

 1,041  1,088 47 104.5

△ 32 △ 72 △ 39

 1,008  1,015 7 100.7

＜1.27＞ ＜1.28＞  

 567  577  9 101.6

（注）<　 > は、連単倍率を示しております。

科　　　目 備　　　　考
対　前　年

増 減 比 率
平成18年度 平成19年度

当 期 純 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

平成 19年度 期末決算について 



 ２

 

２. セグメント別実績              

 

(1) 運輸業 （当社、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、嵯峨野観光鉄道㈱） 

 
 
・増収増益。当社の運輸収入が増収となったことなどにより増収増益。 

 

 

(2) 流通業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹 他８社） 

 
 

・増収増益。百貨店業、物販飲食業の売上増などにより増収増益。 

 

 

(3) 不動産業 （大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱ 他 17社） 

 
 
・増収増益。分譲増等で不動産販売賃貸業が増収、ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ業も増収となったことにより増収増益。 

 

 

(4) その他事業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、㈱日本旅行、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ 他 30社） 

 
 

・増収減益。国内･海外旅行の減により旅行業が減収減益となったものの、自動改札機設置工事の増などに
よる工事業の増収があり増収減益。 

             

 
 
 
 
 
 

 

 

（単位：億円、％）

比 率

営　業　収　益 760 906  146 119.2  不動産販売賃貸業増等

営　業　利　益 212 246  34 116.2

備　　 考平成18年度 平成19年度
対　前　年

増 減

（単位：億円、％）

比 率

営　業　収　益 2,521 2,555  33 101.3  百貨店業増、物販飲食業等

営　業　利　益 50 52  2 104.3

備　　 考平成18年度 平成19年度
対　前　年

増 減

（単位：億円、％）

比 率

営　業　収　益 3,003 3,049  46 101.6  工事業増

営　業　利　益 125 110 △ 14 88.2

増 減
備　　 考平成18年度 平成19年度

対　前　年

（単位：億円、％）

比 率

営　業　収　益 8,649 8,778  128 101.5  鉄道業　運輸収入の増

営　業　利　益 972 974  2 100.2

増 減
備　　 考平成18年度 平成19年度

対　前　年



 ３

３. 連結貸借対照表 

  
・総資産は、設備投資による資産取得や建設仮勘定の増等により、611億円の増加の2兆4,628億円。 

 

 
 

４. 連結キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 

（単位：億円）　

営　業　活　動 1,886 2,221 335  税引前純利益

投　資　活　動 △ 1,317 △ 1,792 △ 475  設備投資

フリー・キャッシュ・フロー 568 429 △ 139

財　務　活　動 △ 546 △ 558 △ 11  自己株式の取得

現金及び現金同等物の増減  21 △ 129 △ 151

現金及び現金同等物の期末残高  575  446 △ 129

備　　 考
【19年度の主な内訳】

増 減平成18年度 平成19年度

（単位：億円）

2,261 2,211 △ 49 現金及び預金 △129
 短期貸付金 44

21,754 22,416  661

19,290 19,673  383 資産増 2,115、資産減 △1,732 

662 813  150

1,801 1,929  128 繰延税金資産 163
 

24,016 24,628  611
 

5,287 5,786  499

859 1,226  366

4,428 4,560  132 前受金 100

 

12,350 12,132 △ 217

9,008 8,346 △ 662

2,196 2,570  373

1,144 1,216  71
 

17,638 17,919  281

5,983 6,340  356

1,000 1,000  －

550 550  －

4,436 4,893  457 当期純利益 577、配当 △120

△　 3 △ 103 △ 100

 92 46 △ 45

 303 321  18
 

6,378 6,708  329
 

24,016 24,628  611

自 己 株 式

退 職 給 付 引 当 金

資 産 計

固 定 負 債

流 動 負 債

未 払 金 等

利 益 剰 余 金

株 主 資 本

負 債 計

そ の 他 の 固 定 負 債

備      考科               目

建 設 仮 勘 定

増  減
平 成 18 年 度

固 定 資 産

期 末

流 動 資 産

平 成 19 年 度

期 末

負 債 ・ 純 資 産 計

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産 等

資 本 金

資 本 剰 余 金

純 資 産 計

少 数 株 主 持 分

１年以内長期借入金等

社債・ 長期 借入 金等

評 価 ・ 換 算 差 額 等

長期債務残高

18年度末 19年度末 増減

当　社 9,510 9,357 △153

子会社 357 215 △141

合　計 9,867 9,572 △295



 ４

５．設備投資 

 

 

６. 平成 20年度通期業績予想 

 

 

・平成20年度総資産営業利益率（ＲＯＡ）      ５．８％ 

 

・平成20年度自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）    ９．６％ 

 

・平成20年度設備投資（自己資金）      １，７５０億円 

 

・平成20年度期末長期債務残高        ９，３５０億円 

 

（単位：億円、％）

比 率

＜1.47＞ ＜1.46＞

[6,362]  　当　社　運輸収入の増

 78 100.6 　子会社　百貨店業増、旅行業増

8,612 8,668  55 100.6

2,128 2,170  41 102.0

767 695 △ 72 90.5

1,393 1,447  53 103.8

 　当　社　減価償却費増

22 100.2 　子会社　売上原価等の増

[  793]

1,374 1,430 55 104.1

974 1,017 42 104.3

52 55  2 104.4

246 238 △ 8 96.6

110 130  19 117.8

△ 10 △ 10  0

 [  633]  

 1,088  1,148  59 105.5
＜1.28＞ ＜1.25＞  

[  372]  
577 640  62 110.9

（注）１．[　 ] は、第２四半期連結累計期間を示しております。

　　　２．<　 > は、連単倍率を示しております。

　　　３．上記のセグメント別営業収益は、外部顧客に対する売上高を示しております。

科　　　目
平成19年度 平成20年度 対　前　年

備　　　考
実　　　績　業 績 予 想 増 減

営 業 収 益 12,901 12,980

運 輸 業

流 通 業

不 動 産 業

そ の 他 事 業

営 業 費 用 11,527 11,550

営 業 利 益

運 輸 業

流 通 業

不 動 産 業

そ の 他 事 業

消 去 又 は 全 社

経 常 利 益

当 期 純 利 益

（単位：億円、％）

1,834 2,245 411 122.4

自　己　資　金 1,449 1,879 430 129.6

負　　担　　金 385 366 △  18 95.1

増 減 比 率

 設　備　投　資

平成18年度 平 成 19 年 度
対　前　年
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単体決算 

１. 損益計算書 

 

 

・営業収益は４期連続の増収。 

・営業利益は３期ぶりの増益、経常利益は８期連続の増益、当期純利益は２期連続の増益（増収増益）。 

 

【鉄道旅客輸送量・鉄道旅客運輸収入の対前年比較】  （単位：百万人㌔、億円、％）

定 期 650 679  29 104.5 82 85  3 103.7

定 期 外 14,514 15,252  738 105.1 3,204 3,350  145 104.5

合 計 15,164 15,931  767 105.1 3,286 3,435  148 104.5

定 期 22,922 23,052  130 100.6 1,426 1,432  5 100.4

定 期 外 15,592 15,600 7 100.1 2,941 2,945 4 100.1

合 計 38,514 38,653  138 100.4 4,368 4,378  10 100.2

定 期 18,536 18,659  122 100.7 1,153 1,158  5 100.4

定 期 外 10,265 10,303  38 100.4 1,871 1,875  4 100.2

合 計 28,801 28,962  160 100.6 3,024 3,033  9 100.3

定 期 4,385 4,393  7 100.2 273 274  0 100.3

定 期 外 5,327 5,296 △ 30 99.4 1,070 1,069 △ 0 100.0

合 計 9,712 9,690 △ 22 99.8 1,343 1,344  0 100.0

定 期 23,572 23,731  159 100.7 1,508 1,517  8 100.6

定 期 外 30,106 30,853  746 102.5 6,145 6,295  149 102.4

合 計 53,678 54,585  906 101.7 7,654 7,813  158 102.1

平成18年度 平成19年度
対  前  年

運　　　輸　　　収　　　入

比 率 比 率増 減

対  前  年
平成18年度

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　目

在来線

京阪神

その他

新幹線

平成19年度
増 減

（単位：億円、％）

8,658 8,794 136 101.6

運 輸 収 入 7,658 7,817 158 102.1  鉄道 158（7,655→7,813）、船舶  0（3.9→4.1）

運 輸 附 帯 収 入 225 222 △ 2 99.0

関 連 事 業 収 入 182 196 13 107.7

そ の 他 収 入 591 557 △ 34 94.2

7,568 7,696 127 101.7

人 件 費 2,725 2,699 △ 25 99.1  3/31在籍社員数減 △ 78人（28,768→28,690人）

物 件 費 3,379 3,388 9 100.3  動力費　   0（  343→　344）

 修繕費　△ 3（1,489→1,486）

 業務費　　12（1,545→1,558）

線 路 使 用 料 等 246 246 △ 0 99.8

租 税 公 課 281 286 4 101.7

減 価 償 却 費 935 1,075 140 115.0  減価償却制度変更・設備投資増 等

1,089 1,098 8 100.8

△ 312 △ 298 14 95.4

営 業 外 収 益 55 62 6 133.9

営 業 外 費 用 367 360 △ 7 96.8  支払利息減

776 799 22 102.9

△ 18 △ 38 △ 19 148.9

特 別 利 益 451 409 △ 41 98.9  工事負担金等受入額 等

特 別 損 失 470 448 △ 21 110.5  工事負担金等圧縮損 等

757 760 2 100.4  当期：環境安全対策引当金計上 等

311 309 △ 1 101.4

446 451 4 101.0

（注）［　］は、H19.7.30時点の業績予想値（H19.4.27発表に同じ）を示しております。

当 期 純 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

法 人 税 等

科　　　目 平成18年度 備　　　　考平成19年度
対　前　年

増 減 比 率

[4,310]

[ 640]

[ 470]

[ 270]
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(1) 営業収益    8,794 億円 （対前年 ＋136億円 101.6％）  [４期連続の増収] 

  ① 運輸収入    7,817 億円  （対前年 ＋158億円 102.1％）   

・上半期におけるわが国経済が順調に推移したことに加え、平成19年７月に新型車両Ｎ700系の投入

をはじめとするダイヤ改正を実施したことや、エクスプレス予約による利便性の向上などにより、

新幹線は148億円増の3,435億円となった。 

一方、在来線においては、京阪神並びに京阪神以外とも前年を上回り10億円増の4,378億円となっ

た。 

② その他の収入   976億円 （対前年  △ 22億円  97.8％） 

・不動産賃貸収入等の増により関連事業収入が増加となったものの、部外関連工事の減によりその他

収入が減少となり22億円減の976億円。 

 

(2) 営業費用    7,696 億円 （対前年 ＋ 127億円 101.7％） 

・人件費は、在籍社員数減等により25億円減の2,699億円。 

・修繕費は、ほぼ前年並みの1,486億円。 

・業務費は、システム関連経費の増等により12億円増の1,558億円。 

・減価償却費は、減価償却制度の変更(※)や設備投資の増により140億円増の1,075億円。 

 

 ※法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以後取得した有形固定資産については改正後の法人税

法に基づく定率法に変更し、平成19年３月31日以前に取得したもののうち償却可能額まで償却

が終了しているものについては、残存簿価を５年間で均等償却。これらによる影響額は 87 億円 

（うち既存資産の残存簿価の５年間均等償却額は67億円）。 

 

 

(3) 営業利益    1,098 億円 （対前年 ＋  8億円  100.8％） [３期ぶりの増益] 

・営業費用の増を上回る営業収益の増により8億円の増益。 

 

(4) 営業外損益   △ 298億円 （対前年 ＋ 14億円  95.4％）  

・営業外収益は、受取利息の増等により６億円増の62億円。 

・営業外費用は、長期債務が減少したことや平均金利の低下による支払利息の減等により７億円減の

360億円。 

 

(5) 経常利益      799 億円 （対前年 ＋ 22億円 102.9％） [８期連続の増益] 

 

(6) 特別損益     △  38億円  （対前年 △ 19億円） 

・特別利益は、工事負担金等受入額の減等により41億円減の409億円。 

・特別損失は、環境安全対策引当金(※)の計上による増があるものの、工事負担金等圧縮損の減等に

より21億円減の448億円。 

 

※大阪駅改良工事において土壌汚染が判明したことにより、土壌汚染処理費用44億円を計上。 

 

 

(7) 当期純利益     451 億円 （対前年 ＋  4億円  101.0％） [２期連続の増益] 
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２. 貸借対照表  

 

(1) 資産の部 2兆 2,229億円 （対前期末  ＋ 710億円） 

・流動資産は、ＣＭＳによる短期貸付金の増や災害予備品等貯蔵品の増等により51億円の増加。 

・固定資産は、減価償却制度の変更も含めた減価償却による減等があるものの、設備投資による資産

取得や建設仮勘定の増等により659億円の増加。 

(2) 負債の部 1兆 6,705億円 （対前期末  ＋ 519億円） 

・流動負債は、１年以内に返済する長期債務や短期借入金の増、奈良駅高架化工事等に伴う前受金

の増等により 819億円の増加。 

・固定負債は、退職給付引当金の増があるものの、社債や長期借入金等の長期債務の減により300億

円の減少。 

(3) 純資産の部   5,524 億円 （対前期末  ＋ 191億円） 

・株主資本は、配当や自己株式の取得を実施したことによる減があるものの、当期純利益を451億円

計上したことから、231億円の増加。 

・評価・換算差額等は、40億円の減少。  

 

 

 

 

 

（単位：億円）

1,437 1,488  51 短期貸付金 101、貯蔵品 17

現金及び預金 △80

20,081 20,740  659

16,819 17,157  338 資産増 1,825、資産減 △1,486

612 763  151

2,649 2,818  169 繰延税金資産 146

21,518 22,229  710

5,056 5,875  819

717 1,200  483

4,339 4,675  336 短期借入金 189、前受金 103

11,129 10,829 △ 300

8,793 8,156 △ 636

2,011 2,385  373

323 287 △ 36

16,185 16,705  519

5,253 5,484  231

1,000 1,000 －

550 550 －

3,703 4,034  331 当期純利益 451、配当 △120

－ △　99 △ 99

 80 40 △ 40

5,333 5,524  191

21,518 22,229  710

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

資 産 計

１年以内長期借入金等

未 払 金 等

社 債・ 長期 借入 金等

備      考科               目

建 設 仮 勘 定

増  減
平 成 18 年 度

固 定 資 産

流 動 負 債

期 末

流 動 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

そ の 他 の 固 定 負 債

株 主 資 本

負 債 計

平 成 19 年 度

期 末

負 債 ・ 純 資 産 計

投 資 そ の 他 の 資 産

鉄 道事 業等 固定 資産

資 本 金

資 本 剰 余 金

純 資 産 計

長期債務残高

18年度末 19年度末 増減

9,510 9,357 △ 153
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３．設備投資 

 
   

主な設備投資件名 

ＡＴＳ整備等の保安防災対策、新造車両（Ｎ700系、223系）、大阪駅改良・新北ビル開発工事等 

 

 

４．平成20年度通期業績予想 

 
 

   

・平成20年度設備投資（自己資金）  １,３５０億円  

     （再掲：安全関連投資）    （ ７７０億円） 

   

・平成20年度期末長期債務残高     ９,１５０億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円、％）

8,794 8,865 70 100.8 運輸収入の増

1,098 1,150 51 104.7

799 855 55 106.9

451 510 58 113.0
（注）単体の業績予想については、平成19年10月30日発表の業績予想値から変更しておりません。

（注）[   ]は、第２四半期累計期間を示しております。

備　　　考
業 績 予 想 比 率

対　前　年

増 減

平成20年度

営 業 収 益

実 績

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 利 益

科　　　目
平成19年度

[4,410]

[  530]

[  690]

[  320]

（単位：億円、％）

1,557 1,962 405 126.0

自　己　資　金 1,172 1,596 424 136.2

（再掲：安全関連投資） ( 814 ) ( 998 ) （ 184 ) ( 122.6 )

負　　担　　金 385 366 △  18 95.1

比 率

対　前　年

増 減

 設　備　投　資

平成18年度 平成19年度
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平成 20 年度の主な取り組み 
 
◇ 経営の三本柱 

 
(1)被害に遭われた方々への精一杯の対応 
   

○ ご遺族様、お怪我をされた方々とそのご家族の皆様のご意見・ご要望を丁寧に承った上で、 
きめ細かい対応を精一杯行っていく 

   ○ ご遺族様等の厳しい状況が改善されるよう、こころの癒しの取り組み等に引き続き努力し
ていく 

○ 事故を惹き起こしたことにより、様々な方々をはじめ地域や社会に大変なご迷惑をおかけ 
したことを踏まえ、安全で安心できる地域や社会に向けてお役に立てる事柄について検討する 

 
(2)安全性向上に向けた取り組み 
 

    鉄道事業の根幹をなすものであり、新たに策定した「安全基本計画」に基づき、「安全を 優
先する企業風土の構築」に向けた組織的努力を重ね、「お客様の死傷事故ゼロ、社員の重大労災
ゼロへ向けた体制の構築」を図っていく。 

 
○ リスクアセスメントに基づく安全マネジメントの始動 

・ お客様の死傷事故や社員の重大労災につながる可能性の大きさを事前に評価し、「優先 
して対処すべきリスク｣ に対して適切な対策を実行するリスクアセスメントの実施 

・ 事故や注意事象に対する多面的分析の実施 
・ 事故概念の見直しの主旨の浸透と定着 

 
○ 事故から学ぶ教育の効果向上 

・ ｢鉄道安全考動館｣ における研修や事故現場への訪問など、福知山線列車事故を将来に
わたって重く受け止め、事故を決して忘れないための取り組みの実施 

・ 過去の事故の教訓に基づく日常業務の成り立ちの理解および「安全憲章」に基づく
行動の具体化 

 
○ 安全基盤の形成 

・ 「確認会話」の更なる浸透によるミスの防止、社員の意見や提案を積極的に受け入れる 
仕組みや取り組みの充実 

・ 安全風土の前提となる「報告文化」の形成 
・ 自ら考え、意見を述べ合い、課題を解決していく業務改善活動などを通じた職場の 
自主改善の実施 

・ 規程・マニュアル類について、社員参画のもと、わかりやすさや使いやすさを追求 
した改善の実施 

・ 安全研究所を中心とした実用性の高い調査・研究の実施とその成果の活用 
・ 「指差・喚呼オンリー・ワン企業グループ」に向けた取り組みの推進 
・ 関係機関との連携を強化した各種訓練の実施 

 
○ 安全投資 

・ 設備ごとに設定した取替目安や設備の重要度をふまえた、設備の維持・更新投資の 
計画的な実施 

・ ATS-P 形の整備拡大や新幹線や在来線の高架橋耐震補強による地震対策、下り勾配等
速度超過防止対策や運転状況記録装置の整備 

・ 人身事故防止対策として、ホーム非常ボタン、線路内立入防止柵の整備 
・ 踏切事故防止対策として、踏切警報機、遮断機、障害物検知装置等の整備、抜本的な 
対策として鉄道の高架化工事の推進 

 
○ 安全マネジメント態勢の確立 

・ 安全マネジメントに関する監査や自主評価を踏まえた改善の実施 
 
○ 建議・所見等への対応 

・ 鉄道事故調査報告書に示された建議や所見などの指摘事項への取り組み 
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(3)変革の推進 
 
○ 安心と信頼のブランド確立 

・ お客様に安心、信頼していただける輸送サービスを提供することを通じた、安心と 
信頼のブランド確立 

 
○ 企業の社会的価値の向上 

・ 安全を基盤に据え、社員一人ひとりがモチベーションを高めて質の高い業務を行う 
ことによるお客様満足度の向上 

・ お客様や地域社会との連携を深めながら、地球環境保護など社会に貢献できる取り組み 
の充実 

・ 当社の安全性向上やサービス改善の取り組みなど、企業活動の積極的な情報発信 
 
○ 社員及び組織の自律的かつ考動的方向への活性化 

・ 現場、支社、本社それぞれの目標の明確化とそれを自主、自律的に実現していく経営 
マネジメントの実施 

・ 経営課題は現場にあり、現場は組織的・継続的な改善を図るとともに、支社、本社が 
これをしっかりと支援する現場重視の考え方への転換 

 

 
◇ 事業推進課題 
 
(1)お客様に選択いただける質の高いサービス・商品の提供 
 
【鉄道部門】 
○ 安心、信頼される高品質な輸送サービスの提供 

・ N700 系の投入効果を 大限に発揮できる新幹線ダイヤの構築、ご利用状況に応じた 
快適で信頼性の高い輸送サービスの提供 

・ 車両故障防止の取り組みによる良い車両の提供、運転諸設備の改善や ATS-P 整備線区 
の拡大による人的ミスの予防・バックアップの充実、運行管理システムのエリア拡大に
よる運行管理体制の充実、ホーム非常ボタンの整備拡大などお客様の安全を確保する設
備の充実 

・ 日々の列車運行に係る各部門の連携強化による安全安定輸送 
 
○ 新幹線のさらなるご利用拡大に向けた競争力強化 

・ 新幹線の高品質な列車ダイヤ、高い利便性や「地球環境にやさしい新幹線」のＰＲ、 
テストマーケティングなど、多角的な新幹線マーケティング戦略の推進 

・ 山陽新幹線への EX-IC（エクスプレス IC）サービスや法人向けサービスの導入準備 
・ 平成 23 年春の九州新幹線との相互直通運転に向けた直通用車両の量産先行車の投入、 
徹底した走行性能等の確認 

 
○ 地元・旅行会社と連携した観光需要の創出及び販売促進 

・ 地元の伝統産業に着目した ｢お誂
あつら

え｣ や手軽なアクセス手段としての「駅から観
かん

タク 
ン」など、地元との連携強化による観光素材の開発、観光地の魅力向上 

・ ｢ガイド付きツアーDISCOVER WEST ハイキング」などの「歩く観光」の充実 
・ 「TRAIN  ｣ の展開や ｢駅スタンプ｣ を活用した取り組みなど、鉄道そのものの魅力 

を素材にした商品設定、キャンペーンの充実 
 
【創造部門】 

○ 従来までの施策に加え、新たな価値観として「線区価値の向上」を目指すこととし、鉄道 
部門と連携した施策、行政・地元と連携した施策の展開 
・ 駅構内店舗の業種業態の見直し・再配置等によるマーチャンダイジングの 適化、 

適時適切なリニューアル、開発適地の生み出しによる資産効率の 大化 
・ 鉄道部門と一体となった駅全体 適の推進、積極的かつ能動的な行政・地元等への 
対応等による駅及び周辺ポテンシャルの向上 

・ 高架下テナントの美化､活性化、 適化、社宅跡地等の開発の推進 
 

＋ 
プラス 
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○ プロジェクトの推進 
・ 大阪駅改良・新北ビル開発、アクティ増築等の大阪駅開発プロジェクトの開業に向けた 
計画の具体化、西梅田地区北東街区開発等の各種プロジェクトの着実な推進 

 
(2)顧客満足の追求 

 
○ ハード対策 

・ 駅リニューアル、バリアフリー設備の整備、分煙化推進、ホーム安全対策、AED 整備拡大 
・ 異常時用ディスプレイや「Super-TID」の導入等による異常時の情報提供の充実 
・ 駅の橋上化や新駅設置工事の推進 

 
○ ソフト対策 

・ お客様に対応する社員のＣＳマインドの醸成、接客レベルの向上 
・ グループ会社と一体となったホスピタリティの高い接客サービスの提供 
・ 「お客様の声」に対するレスポンスの向上、積極的な施策への反映 
 

(3)技術・技能の向上 
 
○ 実務能力の向上 

・ 効果的な個人把握の方法や体系的な育成プランの整備 
・ 研修等を通じた若手リーダーの育成 

 
○ 重要なパートナーであるグループ会社と一体となった技術・技能の向上 
 
○ 技術継承 

・ 構造物の技術監理や車両設計等の分野における専門組織の設置、計画的な人材育成 
・ 既卒者（いわゆる第二新卒者）などへの採用の拡大 

 
○ グループ外の企業、研究機関との連携強化 

・ グループ外企業やＪＲ総研をはじめとした研究機関との連携強化 
 
○ 技術開発 

・ 汎用技術の積極的な導入による鉄道システムの変革・更なる改善に寄与する技術開発 
 

(4)働きがいと誇りの醸成 
 

・ 社員の働きがいに関する状況把握、効果的な施策の検討と実行 
・ 心の病の予防や復職支援プログラムによる働きやすい環境づくり 
・ 寮の新設、女性社員設備や休養室の改善など、社員の働きがいに資する環境整備 

 
(5)企業の社会的責任の遂行 

    
○ コンプライアンス、危機管理、内部統制、情報セキュリティの徹底 

・ コンプライアンスに係る行動規範の明確化 
・ 継続的に内部統制を維持改善できる仕組みの整備 

 
○ 地球環境問題への継続的な取り組み 

・ 地域や行政と一体となった環境保護活動の推進、「地球環境にやさしい鉄道」のアピール 
などの積極的な取り組みの推進、省エネルギー法や廃棄物処理法などへの対応 

 
○ 社会貢献活動の充実 

・ 「安全｣「地球環境」「社会福祉」「鉄道文化」「地域社会」の分野を中心とした社会貢献 
活動の充実 

 
○ 事業活動に係る情報発信の強化 

・ 企業の社会的責任（ＣＳＲ）に係るレポートの新規発行、企業ホームページ、社内広報 
の充実 
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